
独占禁止懇話会第199回会合議事録 

 

 

１．日時 平成26年12月２日（火）13：30～15：30 

２．場所 公正取引委員会大会議室 

３．出席者 

【会員】伊藤会長，青木会員，天野会員，有田会員，井手会員，稲垣会員，及川会

員，翁会員，川田会員，川濵会員，神田会員，岸井会員，高橋会員，野原

会員，舟田会員，村上会員 

【公正取引委員会】杉本委員長，小田切委員，幕田委員，山﨑委員，山本委員 

【公正取引委員会事務総局】中島事務総長，山本総括審議官，南部官房審議官 

    （国際担当），松尾経済取引局長，原取引部長，山田審査局長， 

    

 

４．議題 ○ 保育分野に関する調査報告書 

     ○ 食品分野におけるプライベート・ブランド商品の取引に関する実態調

査報告書 

     ○ 優越的地位濫用事件タスクフォースにおける活動状況 

 

○伊藤会長 それでは，定刻となりましたので，第 199 回の独占禁止懇話会を開会いた

します。 

      本日はお忙しいところをお集まりいただきまして，ありがとうございます。 

      本日の議題は三つございます。１番目は，「保育分野に関する調査報告書」，

２番目は，「食品分野におけるプライベート・ブランド商品の取引に関する

実態調査報告書」，そして３番目は，「優越的地位濫用事件タスクフォースに

おける活動状況について」でございます。この３つの議題につきまして公正

取引委員会から御説明をいただきまして，会員の皆様から御意見を聴取する

ということを予定しております。 

      それでは，最初の議題に入りたいと思います。保育分野に関する調査報告

書につきまして，片桐調整課長から説明を願いいたします。 
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○片桐調整課長 それでは説明をいたします。 

      御手元の資料の保育分野に関する調査報告書についてという，独禁懇 199

－１－１というものをお開きいただければと思いますけれども，私ども公正

取引委員会は，競争政策の推進に当たり，独占禁止法の厳正な執行に加えま

して，競争環境の整備も重要であると考えております。その競争環境の整備

のために，公正取引委員会では各種の規制の見直しや競争の在り方について

提言等を行っており，本日は本年６月 25 日に公表いたしました，保育分野

に関する調査報告書の内容について御説明したいと考えておるものでござ

います。 

      この保育分野につきましては，保育の需要に対して，子供を預かる保育施

設が不足しているという待機児童の発生が大きな問題になっているわけで

ございますけれども，この待機児童の解消に向けまして，平成 24 年８月に

は，子ども・子育て関連三法が成立いたしまして，来年４月にはこの法律に

基づく新制度が施行予定となっているところでございます。また，安倍総理

から「待機児童解消加速プラン」が公表されるなど，保育分野に対する取組

が強化されてきております。さらに，「日本再興戦略」では，保育分野は成

長の原動力になり得る分野とされておりまして，我が国の成長分野となるこ

とが期待されております。そこで，競争政策の観点から，この保育の分野の

調査・検討を行うということにいたしまして，その結果を取りまとめ，本報

告書を公表したものでございます。 

      今回のこの調査でございますけれども，資料の３ページ目にお示しをして

いる４つの方法で行ったものでございます。まず左上の書面アンケートでご

ざいますけれども，保育所を運営している社会福祉法人や，株式会社等及び

市町村に対して実施をいたしました。社会福祉法人と市町村はサンプル調査，

それから株式会社等については，当方で把握をできた保育所を運営している

全ての株式会社等に対しまして送付いたしまして，170 社から回答を得てい

るという状況でございます。 

      それから，右側の上のほうですけれども，ウェブアンケート調査というこ

とで，保育所を利用している保護者と，これから利用し得る保護者に対しま

して，ウェブアンケートを実施したということでございます。 
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      そのほか，右下のほうですけれども，意見交換会ということで，事業者，

自治体，それから有識者から直接御意見を賜るということで，ヒアリング調

査と意見交換を行ったということでございます。 

      調査・検討の視点ということで，次の４ページ目に行っていただければと

思いますけれども，調査・検討に当たりまして，４つの視点が重要であると

いうふうに考えました。まず①でございますけれども，多様な事業者の新規

参入が可能となっている環境が整っているかという視点から，新規参入の状

況について調査しました。それから②，事業者が公平な条件のもとで競争で

きる環境が整っているかといった視点から，補助制度，それから税制といっ

たことについて調査しました。それから③，利用者の選択が適切に行われ得

る環境が整っているかということで，情報公開・第三者評価の状況というこ

とで，利用者の選択の基礎となる，こういった関係について調査したもので

ございます。それから④，事業者の創意工夫が発揮され得る環境が整ってい

るかということで，事業者の発意により実施される付加的なサービスの状況

について，調査を行ったものでございます。 

      以下，項目ごとに順番に説明をいたします。 

      ５ページが，最初の新規参入の観点でございます。新規参入につきまして

は，上の四角の中に書いてございますが，意欲ある事業者の参入が排除され

ないように，法人形態を問わず多様な事業者の新規参入を認めることが必要

だということでございます。制度上，保育所の設置主体には，既に制限はご

ざいませんけれども，調査結果では，一部の自治体で，株式会社等の参入を

認めないといったような運用が行われており，多様な事業者の参入が十分に

確保されていない状況が見られたというものでございます。また，このよう

な運用を行われる理由といたしまして，株式会社等が提供する保育の質です

とか，倒産などによる撤退への懸念を理由に挙げられておりますが，これに

ついては株式会社であることをもって，参入を排除する合理的必要性は乏し

いのではないかというように考えられるところでございます。他方，黒丸の

５つ目ですけれども，保護者の方について見ますと，株式会社の参入につい

て賛成の意見を持つ者が大半を占めているといったような状況でございま

す。 
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      こうした調査結果を踏まえまして，下のほうの提言でございますけれども，

多様な事業者の参入促進のために，自治体におかれては特定の法人形態の事

業者を不利に取り扱うような不公平な運用ですとか，新規参入を困難にする

ような運用を行うことがないようにすべきという提言を行っております。さ

らに，具体的な事業者の選定に当たっては，恣意性の排除を努めるべきとい

うことを提言しております。このような多様な事業者の新規参入の促進によ

りまして，保育サービスの供給量が増加し，待機児童の解消にも資すると考

えられますほか，多様な事業者の切磋琢磨によりまして，保育サービスの質

の向上が図られると考えているものでございます。 

      次のページに行っていただきまして，補助制度・税制についてでございま

すが，上の四角の最初のほうに記載されておりますとおり，多様な事業者の

参入を促進するということとともに，保育所の利用者が公平かつ十分に便益

を享受することを可能とするためには，補助制度や税制のイコールフッティ

ングを確保することが必要であると考えられます。 

      調査結果では，自治体独自の補助制度の中には，この補助対象を社会福祉

法人に限定しているなど，法人形態により差のあるものが存在しており，こ

のような自治体の地域には株式会社が参入しない，保育士の処遇や事業の新

規展開に影響が生じる等の弊害が指摘されるといった意見がありました。 

      また，税制につきましては，社会福祉法人の場合は原則として法人税が非

課税でございまして，課税の有無によりまして，保育所の設置のしやすさに

違いが出てくる。保育サービスに差が生じるといったような意見があったと

ころでございます。 

      こういったことを踏まえまして，下のほうの提言でございますけれども，

補助制度，それから税制におけるイコールフッティングを確保して，事業者

が公平な条件のもとで保育サービスが提供できるよう，補助制度につきまし

ては，社会福祉法人や株式会社といった法人形態を問わず公平なものとすべ

きこと，それから税制措置については，保育サービスの内容等に与える影響

ですとか，社会福祉法人に対する優遇措置の趣旨，効果等を総合的に勘案し

た上で，その在り方について十分に検討を行うことを提言しているところで

ございます。こういったイコールフッティングを確保することによりまして，
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保育所の利用者が公平かつ十分に便益を享受できるようになると考えてお

ります。 

      次にまいりますが，情報公開・第三者評価ということでございまして，こ

れについては，保護者による保育所の選択を通じてですけれども，事業者に

保育の内容や質の更なる改善を促すということで，こういった情報公開・第

三者評価が重要であると考えております。この点，調査結果では，保護者が

公開を求める情報と実際に公開されている情報の間にギャップが生じてい

るといったことがございまして，保護者にとって有用な情報というのが，保

護者が入手しやすい方法で公開されているとは必ずしも言い難い状況が見

受けられたところでございます。 

      また，第三者評価のほうにつきましては，これは専門的な見地から行われ

る第三者評価ということですけれども，定期的な受審とその結果の公表を推

進するということは，保育の質を改善する上で有用な手段になり，保護者が

保育所を比較・検討することにも資するわけですけれども，この点，第三者

評価が全国的に広く受審されているとは言い難く，また，保護者における制

度の認知度ですとか，受審結果の利用率が低いといったようなことで，必ず

しも保育所の選択に生かされていないといったような実態が見受けられた

ところでございます。 

      これを受けまして，提言のほうでございますけれども，事業者，それから

自治体についても，保護者が公開を求める情報を把握し，インターネット等

の保護者が入手しやすい方法によりまして，積極的な情報公開を行うべきこ

とを提言しております。 

      また，第三者評価につきましては，この第三者評価の充実が図られるよう

に，国，それから自治体におかれては，評価結果が具体的かつ分かりやすい

形で公表されるようにすべきこと，自治体は受審率の向上に努めるべきこと，

それから事業者は積極的な受審，評価結果の公表に努めるべきこと等を提言

しております。 

      情報公開とともに，第三者評価の充実が図られまして，保護者の保育所選

択が適切に行われることによりまして，事業者間の競争が促進をされ，事業

者による保育サービスの質の改善につながると考えております。 
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      次に付加的なサービスについて，説明をいたします。 

      低所得者に対する必要な保育の提供が確保されることに配慮した上で，利

用者の多様な保育サービスに対する需要に応えていくためには，事業者によ

る付加的なサービスの実施を広く認めて，競争を通じて，事業者の創意工夫

の発揮を促すということで，保育サービスの内容の多様化が図られ，利用者

の選択肢が増えることにつながるわけでございます。この点，調査結果では，

付加的なサービスの実施とその費用の徴収は制度上は可能なわけではあり

ますが，一部の自治体では費用の徴収や利用者が利用できるか否かを選択で

きるサービスの実施を認めない運用が行われており，事業者が保護者の需要

に十分に応えることを困難にし，また，事業者の創意工夫の発揮を妨げてい

るといった点がございました。他方，保護者の側の意見としては，付加的な

サービスに対する一定のニーズ，それから保育料以外の追加費用の負担をし

ても構わないといったような，許容する態度が見受けられたところでござい

ます。 

      これを受けまして，提言でございますけれども，付加的なサービスの拡大

ということで，自治体は子どもの健康や安全を確保するためのルールの遵守

を前提に，かつ低所得者に対する配慮をした上で，付加的なサービスの実施

とそれに要する費用の徴収を認め，事業者の創意工夫の発揮を促すことで，

保育サービスの多様化を可能な限り確保すべきことを提言しております。 

      ９ページでございますけれども，以上に基づきまして，多様な事業者の新

規参入，それから公平な条件のもとでの競争，利用者の適切な選択，それか

ら各事業者の創意工夫の発揮が可能となる環境を整備していくことが重要

であると考えております。その結果，多様な事業者の新規参入が進みまして，

保育サービスの供給量が増加するとともに，事業者間の競争促進や利用者の

適切な選択を通じて，利用者に提供される保育サービスの質の向上が図られ

て，ひいては保育分野が我が国の成長分野となることにも資すると考えてお

ります。 

      以上が今回の調査の内容でございますが，今回の調査が自治体等における

今後の制度の検討や事業活動の一助となり，保育の質の向上や，待機児童問

題の解消のための取組が進展することを期待したいと考えております。公正
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取引委員会といたしましては，本報告書の内容を踏まえまして，競争政策の

観点から，より望ましい制度運用がなされるように，この調査結果，考え方

というものを自治体等に広く周知をしてまいりたいと考えているところで

ございます。 

      説明は以上でございます。 

○伊藤会長 どうもありがとうございました。 

      それではただいまの説明につきまして御質問，あるいは御意見等がござい

ましたら，御自由に発言していただきたいと思いますが，いかがでしょうか。 

      どうぞ。 

○翁会員  御説明ありがとうございました。実は私は，規制改革会議で保育分野につ

いてずっと議論しておりますので，公正取引委員会が取り組んでくださった

ことを高く評価させていただいております。規制改革会議は平成 25 年５月

に，厚生労働省に対して要請をし，厚生労働省から都道府県に対して，社会

福祉法人と株式会社の間などで不公平な取扱いをしないようにという通知

を出していただきました。しかし，その通知にもかかわらず，まだ自治体で

は，今，御指摘があったように，募集の段階とか，安心こども基金の活用の

段階とか，それから公有地の活用における保育者の募集をするときの段階と

か，いろいろな段階で不公平な取扱いがあることが分かりました。そういっ

たところで待機児童が発生しているという問題がございます。ですから，こ

ういったことを是非，公正取引委員会のほうからも継続的に提言していただ

いて，こういった自治体が公平な取組を行うようにしていただきたいなと思

っております。 

      それで，二つほど質問があるんですけれども，一つ目として，今回，公正

取引委員会がこういった報告書を出されたわけですが，どうやってこれから

フォローアップをしていかれるおつもりなのかというのをお伺いしたいと

思います。 

      もう一つは，６ページのところに記載しているイコールフッティングにつ

いて，税制のことが書いてございます。介護分野についてはもう過半が株式

会社になっておりまして，それでも税制上の不公平がまだございますので，

今回，規制改革会議で議論をいたしまして，公益性の高い仕事を税制上優遇
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されている社会福祉法人に義務づける方向で議論が進んでいるわけでござ

います。例えば保育につきましても，具体的に何かこういった公平な補助制

度とするとか，税制措置について検討していくなどの方向について，もしお

考えがありましたら教えていただきたいです。 

○片桐調整課長 御意見ありがとうございます。御指摘いただいたように，この考え方

について，引き続き自治体等も含めて広く周知活動をしていきたいと考えて

おります。 

      それから，今後このフォローアップをどのようにしていくのかということ

ですが，若干，繰り返しになって恐縮でございますけれども，厚生労働省を

含め関係省庁や先ほども申した自治体，それからさまざまな関係先に対して，

まずはこの調査報告書，それからそこで述べられている考え方について周知

をしていきたいということでございます。来年４月からの新しい制度に向け

て，今，自治体，それから厚生労働省で，新しい制度の枠組みが構築，検討

されているところでございますので，まさにこのタイミングを捉えて，この

考え方について，私も含めて，地方にも出向いてこの考え方を直接説明する

とか，そういった取組もしておるところでございます。また，その制度改正

に向けて各自治体の具体的な取組がどのようになされていくのかというこ

とについても，関心を持ってフォローしていきたいと考えております。 

      それから，税制と補助制度のことですけれども，来年の４月からの新しい

制度に向けて，具体的な枠組みがこれからまだ整えられていく段階でござい

ますので，基本的な考え方はこの報告書に述べられているとおり，イコール

フッティングを図るようにということなわけですが，その基本的な考え方に

照らして，具体的にどのように制度が構築ないし改正されていくのかという

ことについて，見守っていきたいと考えております。 

○伊藤会長 よろしいですか。 

      では，どうぞ。 

○稲垣会員 ありがとうございます。大変分かりやすい説明で，報告内容も非常に充実

していると思います。ありがとうございます。 

      私のほうから一つだけ新規参入に関して発言させていただきたいのです

が，この報告書を見せていただいて，自治体によってはかなりの裁量行政が
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行われているということに正直ちょっとびっくりしました。私は株式会社に

勤めておりますのでよく分かるのですが，基本的に前提条件がきちんと明確

になっていれば，会社というのは，その事業に参入できるかどうかというの

は，かなり正確に予測ができるといいますか，判断ができると思いますけれ

ども，基準に不透明性があると，結局，どのぐらい手続に時間が掛かるかと

か，どれぐらいの収益が見込めるかという予測ができなくなりますので，行

政の裁量がかなりありますと，結局それが競争の阻害要因になるのではない

でしょうか。結局，参入は難しいという判断であれば，民間企業は参入しな

いと思いますし，参入できると思えば入っていくわけで，その基準が明確に

なるということが結果的には新規参入を促していくことだと思いますので，

保育の分野にも限らず，様々な行政を行っていく上で，それがいかに規制が

あるものであっても，規制があれば，ある前提で事業者は参入の可否を判断

すると思いますので，法に基づいてできるだけ基準を明確にしていただける

と有り難いと思いました。 

○有田会員 私は２点あります。 

      ６ページのところで，株式会社が参入しない，保育士の処遇や事業の新規

展開に影響が生じる等の弊害というふうに書かれていて，それについてもう

少し，どのような弊害があるのかということを知りたいということが一つと，

それからもう一つは，必要な情報について保護者が公開を求める情報と実際

に公開されている情報にギャップがあるということが書かれていまして，報

告書の本体 63ページを見ますと，ウェブ上で 62名の方が検索というか，情

報入手しようとした際に，定員や空き状況やクラス編成という当たり前の情

報が公開されていないということは，保護者にとっての必要性以前の問題と

思ったのです。それはどのような地域に偏っているか分かりましたら教えて

ください。 

○伊藤会長 では２点，どうぞ。 

○片桐調整課長 まず最初の具体的な弊害ですが，課税の有無ですけれども，課税の有

無によって余剰金として残せる金額が異なるということで，次の保育所の設

置のしやすさに違いが出てくるといったようなことが御意見としてありま

す。 
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      それから，課税の有無によって保育士の処遇などにも当然差が生じ得ると

いったような点も指摘をされているということでございます。 

      それから，ウェブサイトで入手困難だった情報の内容について，本報告書

の 63 ページの図表に整理しておりますが，地域的な隔たりに関する分析は

していないという状況です。 

○伊藤会長 よろしいですか。 

○有田会員 ６ページの説明は書いてあるとおりで分かります。例えば定員等について

情報公開がされていないところには，待機児童が余りいないとか，何かほか

の条件があったりするのかなというようなことも思いましたので質問した

のですが，地域性は調べていらっしゃらないということなので，もうこれ以

上分からないと思いますので，よろしいです。 

○伊藤会長 今の御指摘について何かありますか。 

○片桐調整課長 特にございませんけれども，御指摘については，御意見として承らせ

ていただきます。 

○伊藤会長 どうぞ。 

○神田会員 ８ページなんですけれども，付加的なサービスの拡大ということで提言し

ておりますけれども，低所得者に対する必要な保育の提供が確保されること

を配慮した上で，保育サービスの多様化を可能な限り確保するべきとなって

おります。確かに言葉の上では理解できるのですが，このバランス，兼ね合

いというのでしょうか，この低所得者に対する配慮と，こういった形で多様

化を広げて確保すべきということの兼ね合いというのが難しいのかなと思

ったときに，具体的に低所得者に対する配慮というのは，どのような内容の

ことを指しているのか，その辺のバランスが崩れる心配はないのかというよ

うなことが気になったので，教えていただきたいと思います。 

○伊藤会長 では，お願いします。 

○片桐調整課長 これは，最低限のサービスというのは確保し，その上で付加的なサー

ビスについては，自由度とか選択の幅を広げるような，そういう方向に持っ

ていくということで，確かに御指摘のとおり兼ね合いというのは難しい点も

ありますし，多分に自治体等の運用次第というところもあるかもしれません

けれども，考え方としてはそういうことでございます。 
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○神田会員 自治体で運営している保育所は低所得者の方に対応し，その他の保育所が

多様化でどんどんやっていくというようなイメージでしょうか。そうではな

く，事業者が運営する保育所も，そういった低所得者に配慮して，低価格な

ものを提供していくべきという意味でしょうか。 

○片桐調整課長 制度設計にもよると思いますけれども，事業者が必要最低限のサービ

スについては全然考えなくてもいいということではないと思います。事業者

としてもそこを踏まえた上で，さらに追加的なサービスについて，創意工夫

を発揮する部分というのが，どれだけ出てくるかということであると思いま

す。 

○神田会員 結構です。 

○伊藤会長 では，どうぞ。 

○川濵会員 どうもありがとうございます。この御報告は非常に分かりやすくて，特に

競争政策にコミットした者にとっては，競争の価値がよく分かります。ただ，

他方，これは地方自治体でもこういった介入を行うというのは，やはり保育

のサービスは市場化に適さないというイメージを持っている方がかなり多

いのだろうということだと思います。また，それは実際に行動経済学の研究

の中でも，このような保育サービスというのはアメリカにおいてさえ，完全

な市場化が適さないということがしばしば強調されているところです。そう

いった懸念があるときに，やはり競争の価値というものを具体的に見せる必

要があるんだと思うんです。例えば，今問題になりました低所得者層の問題

というのは，これは補助金をどう与えるかの問題とか，あるいは優遇税制の

問題とも絡んでいます。もしも低所得者層を念頭に置いた補助金等が，高度

なサービスのほうに漏出しているとしたら，これは無駄なことになるという

懸念は残ると思います。こういった懸念というのは，別途対応は可能だと思

いますが，まず第一に競争政策にコミットする側からすると，潜在的な弊害

よりも，具体的に今，例えば株式会社を認めていない地方自治体とそうでな

いところで，保育サービスの供給量において差があるとか，そういったデー

タというのは手に入らなかったのでしょうか。あるいは先ほどの情報開示の

不十分さの問題というのも，これは幾つかの変数によって決定されると思い

ますけれども，例えば競争が激化している地域の方が情報の提供がいいとい
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うのだったら，まさに競争がプラスの価値を持っているということを積極的

に示せることになろうかと思います。競争政策にコミットした人間は，この

報告書の内容で納得するかもしれませんが，多分，競争政策をそれほど価値

があるものと思っていない，ないしはそれに対して懐疑的な人にとっては，

そういったデータを出さないことには説得できないのではないかなという

気がいたします。いかがでしょうか。 

○伊藤会長 先ほどの有田会員の質問と多少関連すると思うんですけれども，どうです

か。 

○片桐調整課長 御指摘の点は正にそのとおりでありますが，株式会社を認めているか

認めていないかという地域間の違いによって，保育園のサービスの量にどの

ような違いが出ているかという，そこまでのデータは取れていません。 

○伊藤会長 どうぞ。 

○翁会員  今のことに関連して，私もやっぱり競争があることが保育の質の向上につ

ながっていくんだというようなことが，もっと利用者に分かりやすくなって

いくことが非常に重要だと思っています。東京都内では，認証と認可の違い

によって，認証保育所を運営しているのはほとんどが株式会社で，認可保育

所を運営しているのは社会福祉法人が多いんですが，保育の質については，

むしろ株式会社の多い認証保育所のほうの利用者の満足度のほうが高いと

か，そういった調査も実際にあります。第三者評価をこれから比べていくと，

どういう視点でやっているか，いろいろな何種類もの基準でやっているんで

すが，それで一つ，実際に参入が進んでいるところとそうでないところでど

ういう違いがあるかなどのデータが集まってくれば，それを分析していくと

いうこともあるのではないかなというように思います。実際に，東京都に関

してはそういったデータもございます。 

○伊藤会長 ほかにどなたか。 

○高橋会員 今回のアンケート結果を拝見しまして，私自身が日ごろ取材活動をして気

付いていることの内容とほぼ同じで，大変勉強にもなりました。それで，こ

の調査報告書が有効に活用されていくことが今後非常に大切だと思ってお

りまして，その点に関して御意見を申し上げたいと思います。今回のこのデ

ータのまとめ方の中で，いろいろなグラフ化がしてあるんですが，やはり株
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式会社を含め，新規参入がどのように今まで推移してきたのかというのは，

やはりもう少し見える化して，最初のほうに示していただいたほうがいいの

ではないかなと思いました。といいますのも，この新規参入，株式会社等が

挑戦しようとしているわけなんですけれども，自治体の壁がなかなか破れな

いという声は現場で多く聞きます。そもそも社会福祉法人しか認めない自治

体がまだまだ多いですし，公募の形で開いているように見えていても，実際

には，１年以上の運営実績がないとできないなど，今までの実績がその選定

ポイントで非常に高くなっているために，なかなか新規参入が進まないこと

になるわけです。ですので，公正性，公平性確保のためにフォローアップを

していくとか，この問題に対する公正取引委員会の今後の取組についてお伺

いしたいと思います。 

○片桐調整課長 御指摘ありがとうございます。新規参入の推移についてもっと分かる

ようにということでございますが，今後のこういった調査のときに参考にし

たいと思います。それから，新規参入の状況についてのフォローアップでご

ざいますが，先ほどの答えの繰り返しで恐縮でございますが，これから制度

改正がなされて，その運用が新しい制度のもとでなされていきますので，特

に新規参入はこの報告書でも大きなポイントを置いて，調査をまとめている

ということでもありますので，強い関心を持って，見ていきたいと思ってお

ります。 

○伊藤会長 どうぞ。 

○青木会員 どうもありがとうございました。ちょうど新規参入のお話が今出てきたん

ですけれども，昨日偶然九州大学の保育所運営事業者の選考委員会がありま

した。驚いたことに保護者のアンケートで，保育所の運営事業者を変えてほ

しくないという意見が圧倒的に多いんですよね。考えてみると，保育という

のは非常にスイッチングコストの大きな財なのです。できたらスイッチング

コストの大きな財の市場の特殊性を考慮して新規参入をどのように補助し

たらいいかという視点から，是非，今後調査をしていただきたいと思います。 

○伊藤会長 ほかによろしいでしょうか。 

      どうぞ。 

○有田会員 これは質問ではなくて，意見ですけれども，先ほど高橋会員が，何年運営
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実績があるかという選定基準があれば，ずっと市場に新規参入できないとお

っしゃったのに追加して，その何年かよりも，保育の経験のある人を何人確

保しているかとか，そういうことが基準になっていくということが必要であ

り，保育所の運営実績が何年かが選定基準というのは問題だと思いました。

意見ですので，回答は結構です。 

○伊藤会長 ほかにどなたかございますか。 

      恐らくこの分野の調査は今までやっていらっしゃらなかった上に，非常に

期待が大きいので，これだけ発言の量が多いと思います。今後なかなか難し

いテーマと思いますけれども，是非続けてフォローしていただければと思い

ます。 

○片桐調整課長 ありがとうございました。 

○伊藤会長 では，次の議題に移りたいと思います。 

      次は食品分野におけるプライベート・ブランド商品の取引に関する実態調

査報告書につきまして，鎌田企業取引課長から説明をお願いしたいと思いま

す。 

○鎌田企業取引課長 企業取引課長の鎌田でございます。よろしくお願いいたします。 

      私からは食品分野におけるプライベート・ブランド商品，いわゆるＰＢ商

品の取引に関する実態調査報告書，優越的地位の濫用の観点からの報告にな

りますけれども，こちらについて御説明をいたします。 

      資料のほうは，資料番号 199－２でございます。こちらの資料の表紙と，

それから次のページに概略図がありますが，こちらもめくっていただいて，

実態調査報告書（概要），こちらを用いて説明をさせていただきます。 

      ＰＢ商品につきましては，全国展開している小売業者，あるいは卸売業者，

それから地方の地場の有力スーパーですとか，あるいはボランタリーチェー

ン（自発的連鎖店）などの共同仕入れ機構などにおいても主力商品の一つと

して取り扱われるようになっている状況にございます。 

      以前はＰＢ商品といいますと，大手の小売業者が中小のメーカーに製造を

頼んで，値段は安いけれども，品質はそれなりというか，もうちょっととい

うようなものが多かったと思いますけれども，最近では品質はＮＢ（ナショ

ナル・ブランド）商品と同等で価格が安いですとか，あるいは品質も値段も
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ＮＢ商品を超えるような商品というのも出回ってきているようになってい

るかと思います。 

      また，ＰＢ商品の製造を請け負っているメーカーにつきましても，中小の

製造業者のみならず，誰でも知っているようなＮＢ商品を製造しているよう

な大手のメーカー，トップメーカーも行うようになってきていると思います。 

      他方で，資料１ページ目の２段落目あたりに書いてありますけれども，公

正取引委員会でこれまで行ってきました小売業者を対象とします実態調査

におきまして，ＰＢ商品の取引につきまして，返品ですとか，あるいは受領

拒否ですとか，こういった問題になる行為が見受けられることを指摘してき

ております。 

      また，下請法違反事件におきましても，ここ数年ＰＢ商品の製造委託に係

る事件が一定の割合を占めております。多い年でいいますと，年間の勧告件

数の半数以上がＰＢ商品の製造委託に関するもの，主に食品ですとか，衣料

品，繊維製品に関するものですが，こういうような実態もございます。 

      こうした状況を踏まえまして，ＰＢ商品の取引に焦点を当てまして，その

実態を調べてみようということで，調査をした結果がこの報告書でございま

す。 

      なお，この報告書では，ＰＢ商品のうち食品を対象にして調査をしており

ますけれども，ＰＢ商品の市場規模がおよそ３兆円と言われている中で，食

品はその８割以上，2012 年ごろですと，約 2.6 兆円ということでございま

すが，そういうこともありまして，食品にターゲットを絞って調査を行って

おります。 

      資料の２ページにまいりますけれども，ここでは調査方法について記載を

しております。２ページの下の表にありますとおり，発注側，購入側の小売

業者に対しては 500名，それから受注側，納入側の製造業者，卸売業者に対

しましては，3,000名に調査票をお送りしまして，それぞれ取引高の多い５

社を選んでいただいて，その取引について回答をいただいております。そし

て，この調査結果につきましては，主に納入側からの回答をもとにして，取

りまとめをしております。 

      資料の４ページでございますが，４ページ以降に調査の結果の概要につい
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て書いております。（１）の「優越的地位の濫用となり得る行為の状況」と

いうことですが，こちらにつきましては，アの「ＰＢ商品の取引条件の設定

等に係る要請」において条件設定の場面の話が記載されております。それか

ら１枚めくっていただいて，６ページのほうですけれども，こちらにイとし

て「ＰＢ商品の取引に係るその他の不当な要請」において，取引条件の設定

以外の場面を記載しており，要はこの二つの場面に大きく分けまして，集計

分析をしております。 

      ４ページに戻っていただきまして，下の図１を御覧いただきたいと思いま

すけれども，こちらは製造業者からの回答をもとに，ＰＢ食品の取引条件の

設定に際して，優越的地位の濫用となり得る行為について，どのような行為

がどの程度あったかということをまとめた表でございます。 

      最も多かった行為が，この表の一番の上でございますが，「原価構成や製

造工程に係る情報など，開示することにより価格交渉等において不利な立場

に立つこととなる情報の開示を取引条件として設定するもの」というもので

ございまして，こうした行為が行われているという回答が約 8.4％ございま

した。 

      回答者からの具体的な指摘といいますか，具体例を紹介いたしますと，こ

ちらは本文のほうにありますけれども，今日は時間の関係で，口頭で紹介さ

せていただきますが，製造業者が開示した調達費用ですとか，原価構成です

とか，そういった通常は開示しないような項目まで開示を求められ，その情

報をもとに，価格交渉においてこの費用はもっと下げられるのではないかと

いったような納入価格の引き下げの要請をされたというものがございます。 

      次に多かったのが，図１の２番目でございますが，「ＮＢ商品と同水準の

原材料の使用を求めるにもかかわらず，取引価格についてはＮＢ商品より著

しく低い価格での取引を要請するもの」ということで，こちらが全体の 4.9％

で見られております。こちらの具体例の一つとしましては，もともとＮＢ商

品として取引をしていた商品のうち，売れ行きのよい商品について，パッケ

ージを変えて，ＰＢ商品として取引をしようというような場面におきまして，

ＮＢ商品として取引をしていた当時の価格よりも３割程度の値下げを要求

されたというような例がございました。 
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      続きまして，６ページにまいりまして，６ページの図３を御覧いただきた

いと思います。こちらは今説明いたしました取引条件の設定以外の場面での

行為ということでございます。こちらにつきましては，最も多かった行為が，

そちらの表の２行目になりますが，「協賛金等の負担の要請」で 3.7％，２番

目が表の一番上の「購入・利用の要請」で 2.3％，さらに３番目が「従業員

等の派遣の要請」の 1.6%ということで，独占禁止法違反事件として措置を採

った事件でも，多く見られる行為が続いております。具体例としましては，

協賛金について申し上げますと，例えば小売業者の出店 100店舗達成記念で

すとか，あるいは創業何十年祭ですとか，あるいは年末協賛，そういった名

目で，製造業者から見ると何のメリットもないにもかかわらず協賛金の負担

を要請されているといったようなものがございます。 

      続いて８ページにまいりますけれども，優越的地位の濫用となり得る行為

につきまして，どれか一つ以上の行為を受けていると回答のあった取引につ

きまして，その行為に係る要請を行った小売業者あるいは卸売業者の業態別

の数字をまとめたものでございます。実数としましては，図５でございます

が，総合スーパーを筆頭に生協，卸売業者というふうに並んでおります。た

だ，実数ですので，実際に回答をいただいた業態の数が多いと，数字も多く

なってしまいますので，実際に回答のあった数の中で，どれぐらいの事業者

がそういう行為を行っていたかということで，その割合を求めたものが図の

６になりまして，こちらの総合スーパーやコンビニエンスストアのほうが，

違反の割合としては多くなっているという状況にございます。 

      続いて９ページにまいります。こちらは下請法の関係で１項目設けており

ますけれども，優越的地位の濫用と，それから下請法につきましては，行為

類型として共通しているものがございますので，これまで見た優越的地位の

濫用となり得るもののうち，下請法上も問題となり得るものがどれぐらいあ

るかということを見た表でございます。小売業者がＰＢ商品の発注をするこ

と自体は，規格であるとか品質を指定して製造委託することになりますので，

原則として，下請法上の製造委託に該当することになります。あとは下請法

上の資本金基準を満たせば，その取引は下請法の適用対象となることになり

ます。 
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      図７は，共通する行為類型につきまして，それぞれの取引当事者の資本金

の額を確認しまして，下請法上も問題となるかどうかということを確認して

まとめたものでございまして，優越関係では 140あったもののうち，下請法

上も問題となり得るものが 66 ということで，約半数近くが下請法上も問題

となり得る取引といった状況になっております。 

      続きまして，12 ページを御覧いただきたいと思いますが，こちらは優越

的地位の濫用として問題となり得る行為が，一体どのような状況の中で行わ

れる傾向にあるかということについて，若干の分析をしております。 

      一つ目が，12ページの（１）ですけれども，こちらは小売業者とのＰＢ商

品に係る年間の取引高との関係について見たものでございまして，こちらの

表にありますとおり，取引額が年間 5000 万円以下というところが一番低く

て，それから，少しずつ上がっていって，３億円超のところで一番高くなっ

ているということで，年間取引高が大きい取引において，問題となり得る行

為が多かったという傾向が見られたところでございます。 

      続いて 13 ページの（２）でございますが，こちらは小売業者の資本金等

の関係を見たものでございます。資本金の額が大きいということは，一般的

には企業規模であるとか，売上規模なども大きいと考えていいのではないか

と思いますけれども，こちらも図 12 にありますとおり，資本金が小さいと

ころでは，1000万円以下であれば 6.3％，これに対しまして，３億円を超え

るところでは 18.1％ということで，資本金の額が大きくなるほど問題とな

り得る行為を受けたという割合が高くなっているという傾向が見られたと

ころでございます。 

      14ページから 16ページにかけましては，総括ということで，この調査の

まとめを記載しております。 

      まず 14 ページの（１）でございますが，こちらはＰＢ商品の取引の現状

と今後ということで，ＰＢ商品の取引の今後の見通しとして，この最後の段

落でありますけれども，ＰＢ商品取引を行う事業者数，あるいは取引高とも

今後とも増加する傾向にあろうということが書いておりますが，その理由，

背景としましては，２段落目の「そして」以下ですけれども，そもそもＰＢ

商品の取引をしたきっかけというものが，小売業者にとっては同業他社との
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差別化，あるいはブランドイメージの向上につながるというもの，製造業者

にとりましても，安定した受注の確保，あるいは小売業者との取引の拡大に

つながるといったように，双方にとってメリットがあるというものであるこ

とを記載しております。 

      （２）につきましては，これまで御紹介しました調査結果を受けまして，

ＰＢ商品の取引を行う上での問題点についてまとめてございます。14 ペー

ジの（ア），それから 15ページの（ウ）につきましては，これまで説明した

内容と重複しますので，省略させていただきます。15ページの（イ）ですが，

こちらは製造業者がそもそも自分にとって不利益になると考えながらも，ど

うしてＰＢ商品の取引条件の設定に係る要請を受け入れているかというこ

とですが，その理由の一つとして，ＮＢ商品の取引への影響を懸念している

ということについて記載をしております。 

      ちょっと資料を戻っていただいて，４ページの図１の３番目に書いてある

んですが，「利益率が低い等により製造委託の要請を断ろうとしたところ，

ＮＢ商品の取引の中止，取引数量の減少をちらつかせ，製造委託に応じるよ

うに要請するもの」というのがございまして，こういったことで，要は現在

取引しているＮＢ商品の取引が減るということを危惧して，ＰＢ商品につい

て無理な要請を受け入れざるを得ないといったような例が見られたという

ところでございます。 

      15ページの下のほうの（エ）でございますが，こちらにおいては，今回の

調査によって，取引条件の設定に際してのものと，その他のものについて聞

いておりますけれども，相対的には，取引条件の設定に際して，そういう問

題行為が行われたという結果が多くなっております。その原因の一つとして

考えられることとしましては，商品や役務の購入・利用の要請ですとか，あ

るいは協賛金の要請，あるいは従業員の派遣の要請といった，これまで違反

事件で多く見られたような，ある意味，典型的な行為に比べますと，取引条

件の設定に係る交渉の場での行為というものについては，なかなか優越的地

位の濫用となり得ることが意識されにくいということがあるのではないか

ということを記載をしております｡  

      最後，18ページになりますけれども，この報告書のまとめを受けまして，
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公正取引委員会として今後どのような取組をするかということを記載して

おります。一つには，１の（１）にございますように，小売業者等を対象と

したこの調査結果並びに優越的地位の濫用規制及び下請法に関する講習会

の実施でございます。講習会につきましては，既に今年の８月から 11 月に

かけまして，全国 11の都道府県，14の会場において実施をしてきたところ

でございます。また，（２）にございますとおり，この報告書を公表する際

に，関係する事業者団体に対しまして，業界における取引の公正化に向けた

自主的な取組をお願いしたところでございます。 

      説明は以上でございます。 

○伊藤会長 どうもありがとうございます。それでは，ただいまの御説明につきまして，

御質問，御意見等をいただきたいと思います。 

      どうぞ。 

○天野会員 今日は御説明いただきまして，ありがとうございます。基本的なところで

２点お聞かせいただきたいのですが，１点はちょうどこの調査の対象時期が

４月の消費税率の引き上げの直前に当たっていますけれども，この調査に当

たって，消費税引上げを控えまして，不当と見られるような行為が少し増え

てしまっているとか，そういったようなものが背景として見られるのかどう

かという，消費税の引き上げの影響というところです。 

      それと，あと，これはまさに今後の対応ということだと思うんですけれど

も，こういったＰＢ商品の取引に関して，いろいろと今回の調査結果が出て

いるわけですけれども，公正取引委員会としては，この数値自体これぐらい

のものだろうと思っていらっしゃるのか，あるいは意外に大きい数字という

ふうに受け止めていらっしゃるのか，その辺の数値に対しての評価がござい

ましたら，併せてお聞かせいただきたいと思います。 

○鎌田企業取引課長 ありがとうございます。概要の 17 ページのところで，消費税に

関連する調査について若干記載をしております。書面調査において 1,835の

取引について回答をいただきまして，そのうち 1,470 ですから，８割近くが

概ね転嫁できそう，あるいはその 130 がある程度転嫁できそうということ

で，全体で 1,600ですから，９割近くが消費税の転嫁については前向きとい

いますか，肯定的な状況であるという報告を受けております。これは期間と
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しては，昨年ちょうど１年間で，回答が３月 20 日ですから，皆さん大体１

月，２月ぐらいに回答を書いていただいていると思うんですが，その当時，

いろいろなところで調査をしたほかのデータもあったと思いますが，本調査

においては，消費税の転嫁について否定的な回答はそう多くはなかったなと

いうところでございます。 

      それから，ＰＢ商品の取引における優越的地位の濫用となり得る行為の率

でございますが，この率自体，多いか少ないかというのはなかなか評価が難

しいのですが，今回は，被害を受ける側といいますか，納入業者側からの回

答をベースに集計をしておりますので，そういう意味では買いたたきですと

か，そういう行為を受ける側の主観といいますか，そこが一定程度影響して

いる可能性もありますので，そういう意味では，逆の小売業者のほうから集

計すると，恐らくかなり低くなると思われるため，今回の数字自体を，高い，

低いと評価するのは難しいと思っております。 

○伊藤会長 続けてどなたかどうぞ。 

○野原会員 大変興味深く丁寧な調査をしていただいたと思います。ありがとうござい

ます。 

      質問が２点あります。この調査結果を踏まえて，今後さらにＰＢ商品の取

引において，優越的地位の濫用が起こらないように注視していくということ

が重要だと書かれていますが，具体的にどのようなフォローアップをされる

のかということが１点と，もう一つの質問は，非常に基本的な疑問なんです

けれども，優越的地位の濫用は，どこからが本当に違法な濫用なのかという

のをもう少し具体的に教えていただければと思います。例えば４ページで御

紹介いただいた，8.4％を占める原価構成などを具体的に聞いて，それに併

せて，ではそこまで値段を下げてくれみたいな交渉をするというのは，私は

もう既に優越的地位の濫用そのもののように感じるんですけれども，それは

まだ，なり得るのであって，そうではないのでしょうかとか，あるいはＮＢ

商品と同水準の原材料を使いながら，著しく低い価格での取引を要請すると

いう，これも著しくという，その比率にもよりますけれども，これも極めて

濫用に近いように感じるんですけれども，その「なり得る」と「濫用である」

というところのラインはどの辺にあると考えればいいのでしょうか。その２
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点をお願いします。 

○鎌田企業取引課長 ありがとうございます。最初のフォローアップについてですが，

これは優越的地位の濫用に限らず，基本的には講習会ですとか，あるいはそ

の事業者団体の勉強会に講師派遣として呼んでもらうですとか，そういった

取組をこれまでもやっておりますけれども，今後も引き続き着実にやってい

くということかと思います。 

      それから，２点目の濫用行為がどこまでかというところは，確かに難しい

点はございますが，今回，優越的地位の濫用かどうかというときに，一つは

この行為の話と，それから，そもそも優越的地位にあるかという話がござい

まして，このような実態調査について，優越的地位にあるかどうかは，特段，

個別の調査をしておりませんので，こういう書きぶりになるということもご

ざいまして，例えば個別に調べたときに，Ａ社がＢ社に対して個別に見て，

優越的地位にあるということが認定できた上で，こういう著しく低い価格の

取引を要請とか強制しているような事態になれば，一般的に言えば，そこは

違反になるという考えでよろしいかと思います。 

○野原会員 ありがとうございます。フォローアップで講演，セミナー等をやって周知

していく際には，具体的にこういう関係でここまでやってはいけないという

ことを具体的に説明されると考えればいいのでしょうか。 

○鎌田企業取引課長 具体的にといいますか，実際，説明の場では，このような関係に

ある場合に，このような行為をすると違反になりますというところは，なる

べく法律の要件に沿って説明するようにしております。 

○伊藤会長 どうぞ。 

○稲垣会員 今の質問に関連してなんですけれども，今回の調査はＰＢ商品に関し，食

品の分野で調査されていて，例えば原価構成や製造工程に関わる情報などの

提供について，優越的地位の濫用となり得る行為であるということですが，

全く違う業界で，例えば機械等の組み立て製造では，協力企業，納入企業と

の間で製造のプロセスとか，素材について，どれだけコストがかかっている

かを話し合い，そのコストを一緒に下げていって，その結果の利益の部分は

協力企業と製造業者で折半することが行われています。消費者により品質が

よくて安いものを提供した上で，その分のコスト低減の部分の半分は，例え
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ば納入業者がきちんと利益を受けられるように不当な値下げは絶対しない

ということを考えてやっている企業もたくさんあると思います。ですから，

先ほどの優越的な地位の濫用に至るかどうかということについては，その行

為が濫用行為に該当するか，優越的な地位に該当するかというところはある

と思いますけれども，何を目的としているかも重要だと思います。業界によ

ってもまた評価が異なると思いますので，この話だけがひとり歩きすると，

世の中のいわゆる健全な活動が阻害されてしまうのではないかと思いまし

たので，その辺についてはいかにお考えでしょうか。 

○鎌田企業取引課長 先ほど優越的地位の話と，それから濫用行為の話と申し上げまし

たけれども，もう一つ大事な話としては，その濫用行為によって不当な不利

益を与えるというところがございますので，そこは当事者間できちんと話を

していただいて，一方が，もう一方に対して不当に不利益を与えるようなこ

とにならないような形で，お互いに利益を分け合うとか，そういうところは

きちんと話をしていただければ，特に問題はないのかなと思います。 

○稲垣会員 ありがとうございます。なお，下請という言葉は一般的な製造業では，も

う使わないと思います。多くの会社ではイコールパートナーとか，協力企業

という言い方をしていると思いますし，関係性については，多くの場合お互

いにウィンウィンの状況を求める関係で，理由なき値下げは一切要求しない

とか，そういったポリシーを決めて取り組んでいる会社も多いと思いますの

で，是非その辺りをよく勘案して対応していただければと思います。 

○伊藤会長 どうぞ。 

○神田会員 優越的地位の濫用になり得る行為について，報告書の中に具体的に書いて

あるので気になりましたのは，例えば製造工程に関わる情報ですとか，ある

いは原材料の分量のことに関して，情報提供の要請をしてはいけないのか，

どうなのかということで，非常に疑問に思ったのですが，ＰＢ商品というの

は，自主企画というか，そういう商品だと，私は思っているわけですが，や

はりその小売業者が責任を持って出すという商品だと思っておりますし，農

林水産省関係のある調査によりますと，消費者にとっては，小売業者が責任

を持って出しているという信頼感もあるという調査結果があるんですね。そ

のような見方をしたときに，やはりその商品の安全性とか品質保証とかとい
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う面では，ＰＢ商品を出すところが責任を持たなければいけないと思ったと

きに，やはり原材料のこととか，製造工程についても，安全性の観点から確

認する必要があることもあると思います。ただ単にそういったことをしては

いけないとなってしまったら，私たち消費者が受ける商品についての信頼関

係がなくなってくる可能性もあるのではないかと思いましたので，その辺り

をどのようにお考えになっているのでしょうか。 

○鎌田企業取引課長 食品の安全性というお話がございましたけれども，今回製造業者

の方から書面調査においてのヒアリングや個別に記載をしていただいてい

る内容を見ましても，その製造業者は，例えば食品の安全性に関わるような

情報について小売業者に出すことを問題視していないんですね。要は原材料

ですとか，あるいは原価という中でも，特に人件費とか，独立した企業であ

れば通常は開示しないような情報まで求めてきて，例えば人件費が多いから

もっと削れとか，あるいは利益を取り過ぎだから，もっと削れなどの要請に

対する不満が多いということでございますので，今，おっしゃったような原

材料の安全性に関わるような話については，特に私どもとしても問題視する

つもりはございません。 

○神田会員 安全性というのは，原材料だけではなく，製造工程においてもきちっと確

認されなければいけないものだと思っています。先ほど４ページのところの

御説明の中で，通常は開示しない製造工程の情報開示を求めるという御説明

がありましたが，それは必要に応じてチェックしなければいけない場面もあ

るんだろうと思います。ですので，通常は開示しない情報を開示させるから，

優越的地位の濫用につながるんだというような考え方があるとすれば，そこ

はもう少し慎重にやっていただきたいなと思いました。製造工程においても

いろいろな問題があって，食品の安全性に関する問題は起きているというの

が現状ですので，製造工程も食品の安全性に大いに関係あると思います。 

○鎌田企業取引課長 そういった情報につきましては，開示させる目的についても十分

考える必要があると思っています。 

○伊藤会長 ほかにどなたか。 

      どうぞ。 

○有田会員 この回答率というか，生活協同組合，それから総合スーパーということで，
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圧倒的に過半数ぐらいに行っているわけですけれども，この回答した数から

すると，真面目に回答したところと，回答していないところがある場合に，

真面目に回答したところが馬鹿を見るということはないんですか。 

○鎌田企業取引課長 こういう調査ですので，本当のところは分かりませんけれども，

基本的には真面目に回答していただいたと思って集計しておりますので，そ

れ以上のことはなかなかお答えすることが難しいかなと思います。 

○有田会員 神田会員の御質問というか御意見に関連して，私も原価構成や製造工程に

関わる情報ということで，先ほどのやりとりを聞いて，納得はしています。

けれども，そもそもＰＢというのは，生活協同組合が，そういうものが市場

に出回っていない 30 年以上前に企業に頼んで作ってきたという経緯があり

ますので，そのときの状況と，今，スーパーや生協がＮＢであるものを少し

価格を安くして，同じものを製造するよう要求してくる状況はまたちょっと

違うとは思います。一番最初の書き出しのところに気になったところがあっ

たものですから，当然，小売業者から要請するのが当たり前で，ＰＢでこう

いうのを作りませんかと製造メーカーから申し出るということは余りない

だろうし，もしそのようなことがあれば取引条件が不利になるということも

ないとは思います。そのような意味で，真面目に回答したところにこういう

行為はぎりぎり違反とはならないけれども少し危ないところなので気をつ

けたほうがいいですよということを，指導というか，そういうふうにしてい

ただくためのものにしていただきたいなと思っています。 

○伊藤会長 ほかにどなたか。 

      どうぞ。 

○井手会員 今の質問とも関連するんですけれども，このアンケートに答えるときに，

製造業者というのは，アンケートに答えたことによって，多少改善されるこ

とを期待していると思うんです。その場合に，ガイドラインとか下請法を小

売業者に説明するとか，周知徹底するということだけではなくて，こういっ

たものはあくまでも調査で終わるのだと思いますが，優越的地位の濫用と思

われる行為がある場合に，ここでは答えられないと思いますけれども，実際

にそこからさらに踏み込んで調査して排除措置命令を行うということは，全

くないということでよろしいのでしょうか。 
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○鎌田企業取引課長 この調査結果から直接というようなイメージでしょうか。 

○井手会員 はい。 

○鎌田企業取引課長 この調査は書面調査ですので，特段証拠といいますか，書面資料

とか，そういったものを添付してもらっているわけでもございませんので，

この調査から直接というのはなかなか難しいかもしれませんけれども，例え

ばヒアリングをしている中で，実際に事件調査の対象としてほしいというよ

うな例もないわけではありませんので，そういった個別に申告といいますか，

申告に準じるような意思が確認できるような場合には，調査部門と情報共有

するとかということもございますので，全くないとは言いませんけれども，

基本的にはあくまで取引の実態についての調査ということでお願いしてお

りますので，直接的に排除措置命令につながるということについては，現実

としては少ないのかなという感じはしております。 

○伊藤会長 ほかにどなたか，いかがですか。 

○有田会員 先ほどもどなたかおっしゃったんですが，この調査結果をどういうふうに

活かすかということもあると思います。けれども，この結果に出たものがブ

ラックということではなくて，際どいものも含まれており，全て優越的地位

の濫用に該当するものではないと理解しております。本報告書の最後に，公

正取引委員会の今後の対応が書かれていますが，公正取引委員会が自主的な

取組を要請する関係団体は何カ所など決まっているんでしょうか。 

○鎌田企業取引課長 例えば小売業界において私どもが把握している団体については，

基本的に全て要請文をお送りしておりまして，誰が悪いとかいうよりも，こ

ういう行為が違反の可能性があるので，要は未然防止の観点からこういう行

為については気をつけてくださいということをＰＲするという趣旨でござ

います。 

○伊藤会長 どうも。ほかによろしいですか。 

      では私が，一言だけ。日本を代表する二つのＡ社とＢ社という流通業者が

いるとして，消費者から見るとＡ社のＰＢは，製造メーカーの名前が書いて

おらず，Ｂ社のほうは製造メーカーが書いてあるということもあるかと思い

ます。一般にＰＢと言われているものでも，いろいろな形があるものですか

ら，それによって製造工程に対する関与をどこまで考えるかというのは結構
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違ってくる可能性があるものですから，そこはまた今後是非議論させていた

だきたいですね。 

      ほかによろしいですか。 

      それでは，次の議題３，優越的地位濫用事件タスクフォースにおける活動

状況につきまして，内野上席審査専門官からお話をお伺いしたいと思います。 

○内野上席審査専門官 優越的地位濫用事件タスクフォースを担当しております，審査

局管理企画課の内野と申します。よろしくお願いいたします。 

      お手元の資料，「優越的地位濫用事件タスクフォースにおける活動状況に

ついて」に基づき，説明をさせていただきます。今回，説明させていただく

趣旨としましては，実は平成 21年 11月に，このタスクフォースというもの

を私どもの内部で作りまして，優越的地位の濫用事件の処理の迅速化，簡易

処理という観点もありますけれども，それを行って５年になるということが

ございますので，一つの区切りということで，ここで説明をさせていただき

たいと思っております。よろしくお願いいたします。 

      １枚おめくりいただきまして，優越的地位の濫用，先ほどもお話に出まし

たけれども，独占禁止法の中の不公正な取引方法の一つとして位置づけられ

ている規定でございます。取引上の地位が相手方に優越している者が，正常

な商慣習に照らして不当に次のような行為をすること，商品を無理やり購入

させてしまうとか，金銭，役務その他の経済上の利益を提供させること，あ

とは受領拒否とか，返品，支払遅延，減額，そういったようなものを規定し

ているものでございまして，昭和 28 年の独占禁止法の改正の際に不公正な

取引方法というのが設けられたときに設けられた規定でございます。 

      規制の趣旨につきましては，力の格差，大企業と中小企業，個人事業主と

いうイメージをしていただければよろしいんですけれども，そこの間の格差

が大きい場合に，要するに実質的な判断で取引をするということではなくて，

一方的に押し付けられるようなことになると，競争関係で，有利，不利の関

係があるので，そこは公正な競争という観点からもとるだろうということで

設けられた規定でございます。 

      規定が出来た当初，戦後からの復興の時期でございましたけれども，生産

なり輸出をするメーカーが，その一部をほかの企業に代わりにやっていって
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もらうと。当初はなかなか商品が売れず，資金の回収というのが難しかった

ので，そういった協力会社に支払うのが遅れるような時代があったんですけ

れども，経済が好調になったにもかかわらず，代金の支払を遅らすというこ

とが続いていて，下手すると，逆に悪化して変な商慣行が出来てしまったと。

やっぱりそれはおかしいだろうというような事情，背景があったと聞いてお

ります。生産に関しては，実は昭和 31 年，３年後に下請法という別の法律

を作りまして，取引条件を書面でしっかり明示させることで，もっと簡易な

処理ができるようにして運用させていただいております。 

      それから，もう一つ当時問題になりましたのが，金融機関からの融資を受

けたときに，その見返りでということで取引がおかしくなったという面があ

った。当時，歩積み，両建てと，商業手形を全額割り引くのではなくて，一

部は預金として留保してくださいと。また融資を受けるときに，その一部は

引き下ろせず，実質的な金利が高まると。貸出金利と預金金利とを比べれば，

貸出金利のほうが高いですから。そういったことで，当時の貸出金利の規制

を上回る金利を事実上設定するような問題がありました。 

      それから，小売業者，実はこの当時は百貨店ぐらいしか大きな業者は無か

ったんですけれども，その三つというものが主なターゲットになってできた

規定と伺っております。 

      もう一枚開けていただきまして，「優越的地位の濫用とは」というのを３

ページに書いております。先ほども話題になりましたとおり，一つは優越的

地位にあるということが必要で，対等な地位にあるなら当事者間の交渉でや

っていけばいいんですけれども，力の格差が大きくあるような場合には，そ

うも言っていられないということで，相対的な地位を見たりとか，それから

不当な行為を実行しているほうの者が，市場シェアが大きく，そこの言うこ

とを聞かなければいけないという状況にあるか否かなどを総合的に判断す

るために，一つは優越的地位というのが必要であると。 

      それから，もう一枚開けていただきますと，「正常な商慣習とは」と書い

てございますけれども，これはみんながやっていればいいんだと，金融機関

が全て歩積み，両建てをやっているから，うちもやっていいんだというよう

なことではなくて，おかしなことはやめていただくというようなことで，ま
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ずは正常な商慣習といったところに意味合いがあるということで御理解を

いただければと思います。 

      もう一枚開けていただきまして，先ほどの繰り返しになりますけれども，

今，法律で優越的地位の濫用ということで，イロハと三つの行為類型に分け

て規定しております。一番上，イが購入・利用強制，ロの部分が，協賛金の

負担の要請，従業員等の派遣の要請，その他，それから，最後のハで受領拒

否や返品，支払遅延，減額，こういったようなものが定められてございます。 

      当初，不公正な取引方法ということで，公正取引委員会が指定をしていた

ものなんですけれども，平成 21 年に法改正がございまして，この部分は法

定にさせていただいたという経緯がございます。また，業種によってはやは

り特段問題があるというようなことがありまして，一つは，特定の大きな荷

主が中小の物流業者にやる場合というのが問題がありますよということで，

告示により，特別な指定をしてございます。それから，先ほど百貨店という

説明をさせていただきましたけれども，百貨店なり，要するに小売業者が納

入業者に対して問題を起こすことが多かったため，百貨店について告示によ

り特別な指定をしたのですが，その後，総合スーパーとか専門店，また，フ

ランチャイズシステムなんかも発達してきていましたので，平成 17 年に百

貨店の指定から大規模小売事業者についての指定というふうに変えてきて

ございます。 

      ７ページですが，平成 21 年に法改正をしまして，先ほどの行為類型を法

定したと同時に，違反をした者に対しては課徴金を課すということを行って

ございます。先ほどもお話がありましたとおり，何が優越的地位なのか非常

に分かりにくいところがありますので，そこはガイドラインで少しでも分か

りやすくするというようなことでやっております。独占禁止法全般について

厳正な対処をしているところ，この優越的地位の濫用に課徴金も入りました

ので，法改正以降も５件の法的措置を採っております。 

      ただし，私ども違反と認定するためにはきちんと事実確認をして，この行

為は優越的地位の濫用に当たるか当たらないかということを詳細に確認し

ないと，それは違反として認定できません。そうすると，立証が困難又は時

間が掛かる事案に関する被行為事業者が救えなくなってしまう懸念がござ
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います。そういったところをどうするのかというような，中小企業との取引

の公正化をどうするかということで，８ページに記載しておりますが，平成

21年 11月に公正取引委員会が中小企業のためのプログラムというものを策

定しています。中小事業者取引公正化推進プログラムということで，中小事

業者の方々が，私どもに相談なり何か問題があった場合にお話ししていただ

くというようなことを，より行いやすくする仕組み，それから，大企業がコ

ンプライアンスをしっかりしていただくというのも解決の一つなので，そう

いったことの推進，それから，下請法に関しましては，私どものほうで書面

調査をして情報がいろいろ集まっているんですけれども，それ以外の部分，

なかなか申告による情報提供が進まないところ，それを補う意味でそういっ

た分野の実態調査を行うと。それから，下請法以外の分野に関して，もう少

し積極的にやらなければいけないんだということで，審査局の中に優越的地

位濫用事件のタスクフォースというものを設置したといったことになりま

す。 

      もう一枚開いていただいて，９ページでございます。先ほど厳正な対処で

５件の法的措置を行ってきているといったお話をさせていただきましたけ

れども，それだけではなくて，効率的かつ効果的な処理をするという目的で

タスクフォースというチームを作りまして，優越的地位の濫用そのものを専

門的に扱って，何かちょっとした情報があれば，その情報，さらに補完する

ような情報を集めて，処理をしていこうということでやっております。 

      法的措置を採る場合には，不利益性の程度とか，行為の広がり，広く行わ

れているとか，そういったようなことも勘案して処理を行いますが，大きな

企業のある一部分がやっていたといったような事件，どうも組織的ではない

といったようなこともありますので，そういったような場合で，広がりがな

くて，法的措置まで採るに至らないのであれば，その行為，個々の行為は問

題なんだけれども，全体として見て，法的措置まで採るものでなければ，注

意という手法で事業者に自主的にやめていただくと。それも未然防止，今後，

おかしくならないようにという観点から必要ではないかということで処理

をしてございます。 

      私ども，情報を待っているというだけではなくて，先方に出向いて，帳簿
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等も見て，事実を確認して，処理をするということでやっております。その

結果，何が問題で何が問題ではないかと分かりにくい点がありますので，企

業名は明らかにはしていませんけれども，こういう行為が問題だったという

ことを明らかにして参考にしていただくと。私どもは事件を専門に調査する

部門なので，私どもが直接行うわけではありませんが，取引部企業取引課が

講習会とか説明会に行くときに，こんなこともあるんだというようなことで

説明をして，未然防止に役立てているという実態になります。 

      10 ページでございます。では，具体的にタスクフォースを作ってどうな

ったかという，それ以降の事案を書いておりますけれども，できたのが 21

年の 11月で，その年は 22件ですけれども，その後，ある意味ではコンスタ

ントに 50件台というようなことで処理をしてございます。次の 11ページを

御覧いただきたいんですけれども，表形式で色分けしてありますが，どうい

った業種というのと，どういった行為というマトリクスでまとめております。

比較的多いのが，宿泊業者，ホテルとか旅館が，購入・利用強制，ホテル等

でディナーショー等を企画する際に納入業者に参加してくれというような

ことで要請をしてしまうと。ディナーショーを見に行ったら，観客は一般人

の方ではなくて，納入業者ばかりだったというような事案が目につきます。

そうではなくても，食事券を一定程度買ってくれといった要請もございます。 

      それから小売業者，こちらの数も多いんですけれども，行為として多いの

が，協賛金の負担要請，それから従業員の派遣要請の二つかなと見ています。

セールを行うので，一定の協賛金を出してくれと。もちろん協賛金を出すほ

う，納入業者にとっても，自分の売上げが伸びるのであれば，それはそれで

結構なことなんですけれども，どうして伸びるのかみたいなことを言わずに

とか，ほかの店で利益を上げているんだからこのぐらい協力しろよと，要す

るに算出根拠とか，協賛金を出す側に対してメリットに関する説明を一切省

略して要請したりするような案件，それから，従業員の派遣をする際に，開

店時とか，そういったときに，自らの商品をレイアウトするというのなら利

益があるのかもしれないんですけれども，ただの棚替えとか，そういったも

のに従業員を無償提供させられるみたいなことはおかしいのではないかと

いう案件が多数ございます。 
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      それから，３番目の欄の飲食業，これはホテル，旅館に似ていまして，う

ちで作っているおせちを買ってくれとか，食事券を買ってくれ，そのような

行為が多いのかなと。 

      それから，卸売業者による事案も今は多くなっており，卸売業者のほうが

拡販をするので，セールの値引きの一部を負担してくれみたいなこと，これ

も算出根拠を明らかにしないで要請するということがございます。 

      それから，物流取引，これはここ１，２年，少なくなっているんですけれ

ども，本来どっちが負担するのかということを明らかにしないで，相手方に

負担させてしまうと。若干細かい話なんですけれども，例えば代金の支払の

銀行の振込手数料をどっちが負担するのか，お互い合意をすればいいんです

けれども，一方的に振込手数料を代金から差し引いてしまったり，物流業者

に対して安全性の教育が必要だというようなことで，研修等を荷主事業者が

行う際に，その掛かった費用というのを物流取引の代金から引いてしまった

などの傾向がございます。 

      次のページを御覧いただきまして，では，タスクフォースを作ってどうな

ったのかという，先ほどの表を月ベースに並べたものですけれども，月間に

直すと，４件から５件程度の処理ができているのかなと思っています。 

      それから， 13ページになりますけれども，処理の日数でございます。大

体 50 日前後で１件の案件を処理しているということになります。いろいろ

な情報をもらって，タスクフォースでやろうといったときに，その情報だけ

でできるぐらい集まっていることもあれば，そうではなくて情報が足りなか

ったならば，もう少し周辺の情報を収集して，それで処理をする必要があり

ます。１つの情報元からの情報のみで，疑いをかけるとしたら，それは大変

失礼なことになりますので，ある程度の情報を収集して，それで処理をする

という運用を行っていますので，残念ながらどうしてもこのぐらいの日数は

掛かってしまいます。その前の平成 20年とか，21年のものを見ていただく

と，平成 22 年以降と比較してもっと時間が掛かっていますけれども，先ほ

どもありましたけれども，どこまでを問題として，どこまでを問題としない

かの見極めがなかなか難しいところ，専門部署でないと情報の集め方が難し

かったり，他に重要な事案があったためそちらを優先したりして，処理に時
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間が掛かっていたのを，専門部署を作ったことでここまで迅速に処理できて

いるのかなと思っております。 

      それから 14 ページで，調査の手法なんですけれども，先方に伺って帳簿

とかを見せてもらうと。金銭のやりとりというものが大体ありますので，例

えば新規開店をしたときに，手伝いに来ていただいた納入業者の方に人件費

を払っていれば，ちゃんと帳簿に載るし，そのような記載がないということ

であれば問題だというようなことになります。それから，購入強制で，例え

ばクリスマスケーキとかおせちを買ってくれと。どういうところから買って

もらったかわかるリストとか，それから，どういう依頼をしたかわかる資料

を見せていただいて，それで問題が認められそうであれば，それはおかしい

のではないですかということで注意をさせていただきます。もちろんその前

の段階で，これはもう組織的にやっているというようなことであれば，それ

はこういう簡易処理ではなくて，当然，厳正に対処する正式な事案として処

理はさせていただいていますが，そこまで至らないと思える事案はこういう

手法で処理をさせていただいております。 

      もう１枚開けて，15ページ，抜粋で恐縮なんですけれども，私どもの事件

の概要というのを，年度ごとにまとめて発表しています。そのときに優越の

注意事案はこういうことでやっていますよというようなことで，資料として

作成させていただいていますし，ホームページにも載せています。それから，

講習会等においては，ここから抜粋して説明をしており，未然防止の観点か

らも役立っているということになります。 

      16 ページ，17 ページには，注意をしてどのような効果があったのかとい

うことで記載をしています。本来であれば，例えば購入強制で，あるホテル

がクリスマスケーキを買ってほしいと要請してきたとき，そこのケーキが有

名だったら，納入業者の中で買いたいという人もいたりするので，行為自体

がおかしいということは言えないんですけれども，要請するホテルのケーキ

が本当に有名だったら，別に要請しなくても納入業者が自主的に買ってくれ

るのだから，要請することはおかしいのではないかということで，購買部門

が納入業者に購入を要請することをやめましたとか，協賛金を取るのであれ

ば，その算出の中身も懇切丁寧に説明をして，先方に納得してもらうという
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ことをやりましたと。それから，コンプライアンス体制をしっかりしました

と。そういったことで，個々の事案を注意した結果，関係事業者の方も改善

をしてくださっているという例も多々ございますので，一定の効果はあるの

かなと考えております。 

      最後 18ページ，これは先ほど載せました注意の件数，コンスタントに 50

件ほどとなってございます。専門部署を作ってということで，本当に問題が

あれば，もっと人数を増やしてやる必要があると思いますし，問題がなくな

ってくれば，多分これは減ってくるんだろうと思うんですけれども，同じぐ

らいの件数があるということからすると，今の人員で事件をやっていけば，

おそらくコンスタントに処理していくようなことになる。これが減ってきて，

問題が少なくなったら，私どもタスクフォースを解消させていただいて，ほ

かの事件に注力することができればなと思っていますが，もうしばらくはタ

スクフォースとして優越的地位の濫用に取り組んでいきたいと考えていま

す。 

      説明は以上でございます。 

○伊藤会長 どうもありがとうございました。 

      それでは，ただいまの説明について御質問，あるいは御意見をいただけれ

ばと思います。 

      どうぞ。 

○有田会員 18ページですが，注意の件数及び内容が 21年度から増えているというの

は，自主的に報告したきたのでしょうか，法律の中身が変わったので増えた

のでしょうか。それとも，どこかから何か情報があったのか，どちらでしょ

うか。 

○内野上席審査専門官 情報が少ない中，専門部署を作って，しっかりと情報収集をし

て，事件について処理をすると。その結果であると考えていただけたらと思

います。 

○有田会員 その情報収集する方法というのをもう少し。 

○内野上席審査専門官 いろいろあるんですけれども，大きな問題があれば，こちらが

待っていなくても多数の情報が公取委に寄せられるというのが一般的でご

ざいます。そうではなくて，１件だけしか情報が寄せられないとか，２，３
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件しか情報が寄せられないといった場合であって，それだけだとなかなか注

意できないといったような場合には，その事業者と取引していそうな事業者

から話を聞いてみたりとか，ある意味では内偵みたいなことで情報を探って

いって，これは問題行為をどうもやっていそうだなということになれば，そ

の上で関係人や問題となっている事業者のところに直接赴いて調査をする

ことでやらせていただいています。これ以上の御説明は差し控えさせていた

だきます。 

○有田会員 分かりました。それで，これぐらいだから注意でいいだろうということで

優越タスクフォースによる注意で自主的に改善をされ，一時的には改善され

ていたけれども，企業体質がそもそもそういう感じで問題行為を繰り返した

例というのは何件かあるのでしょうか。 

○内野上席審査専門官 タスクフォース立ち上げ当初の１，２年はそのような事案はな

かったんですけれども，５年目となる昨今では，そのような事案は若干はご

ざいます。事業者内部でコンプライアンスが徹底されていなかったりとか，

人が代わったがために，うまく引き継ぎがされていなかったというようなこ

とで，一旦注意したところでもう一回というようなところも，若干ですけれ

ども，ございます。 

○有田会員 そのときには注意で終わるのですか。 

○内野上席審査専門官 きつく注意するということになります。もちろん組織的にやっ

ているというのであれば，それは正式事件として，法的措置を目指すという

処理をさせていただいています。 

○伊藤会長 ほかにどなたか。 

      どうぞ。 

○岸井会員 大変詳しい御報告，どうもありがとうございました。１点だけ今のことに

関わるかと思うんですけれども，下請法では，例えば減額とか，さまざまな

不利益を課した場合には，それを補償させるというか，取り戻す，原状回復

をやっておられますけれども，このタスクフォースでは，そういう事例はあ

るのか，あるいは今後そういうことを考えるのか。独占禁止法に基づく優越

的地位の濫用なので，勧告制度なんかがなく，下請法とは違うとは思うんで

すけれども，その辺りについて，もし何かお考えのところがありましたら，
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是非お教えいただきたいと思います。 

○内野上席審査専門官 下請法は，岸井会員のお話のとおり，原状回復させるという仕

組みになっているんですけれども，独占禁止法の優越的地位の濫用は，その

ような仕組みはございません。規制の趣旨をよく理解していただいて，当事

者の間で処理をしてもらうと。中には特に大きな企業で組織的にやっておら

ず，ある一部の部署がといった場合には，責任を感じて，それはうちが問題

だったということで，自主的に，その担当者を処罰したり，又は，被害を受

けたところを補償するという事例も実はございます。 

○岸井会員 どうもありがとうございました。 

○伊藤会長 どうぞ。 

○青木会員 どのくらいの割合で行動改善がなくて，法的措置に至ってしまうんですか。

つまり，自主的に改善をしないので，実際に訴訟になるというのはどのくら

いの割合でしょうか。 

○内野上席審査専門官 訴訟になるというところまではないというのが現状です。 

○山田審査局長 このタスクフォースにおける処理は，先ほどの資料の中にもございま

したけれども，いわば違反の芽が広がらないうちに摘んでおこうということ

に主眼がございます。ですので，芽は幾ら繰り返したところで，それ以上大

きく育たなければそれだけで違法性が強まるというわけではありませんの

で，先ほどはまた注意ですかという御指摘もありましたけれども，やはり悪

性の程度というものを考えますと，それはまた何度でも注意ということもあ

り得ると思います。 

      こうした優越的地位の濫用の場合には，例えば大手小売業者であれば，相

手は納入業者ということになりますけれども，納入業者は先ほども御質問の

中にありましたように，不利益を被り続けるということになります。私ども

はやはり正式な事件として審査するには，それなりのしっかりとした証拠も

必要ですし，また，そのような証拠収集のため十分な調査も必要になるとい

うことになりますと，そうした納入業者には不利益な状態がずっと続いてし

まうということもあります。このため，先ほど申しましたように，このタス

クフォースにおいて，ともかく迅速に，芽のうちにそれを摘んでおこうと。

そういうことになりますと，それで自主的な改善をしていただくということ
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を期待はしておりますけれども，排除措置命令でそれを求めるというような

性格ではございません。先ほど幾つか自主的に改善した事例というのを記載

してございましたが，それも相手方が自らお考えいただいて，直していただ

いたということで，別に私どもが求めているわけではないけれども，御報告

いただいたというものがこれになります。ですので，もしかすると，公正取

引委員会に報告はしていないけれども，自主的に直すところは直しましたと

いうところもあるのかもしれません。 

      それと，先ほど最初におっしゃられた，どのくらい正式な法的措置を採る

のかということになりますが，先ほど御説明したとおり，課徴金が入って以

降のケースではありますが，５件の正式な命令を出しております。それに対

しまして，注意を行ったケースは，累積でいけば 250 から 300ぐらいあるわ

けですけれども，やはり正式な処分を行うということになれば，先ほど申し

上げたような時間とコストをかけても，排除する必要があるような重大な案

件ということになりますので，どうしても件数は少ないということになるか

と思います。 

○青木会員 発想としては大変いいことだと思いますが，この優越的地位の濫用の意味

がよく分からないので，知らず知らずやっている事業者がいるので，啓蒙的

なところが非常に大事だということでしょうか。 

○内野上席審査専門官 基本的に先ほど御説明しましたように，不当な不利益であると

か，そうしたかなり価値的な概念がございます。それで，我々も全ての事件

をしらみつぶしにやるわけにもいきませんので，まず関係事業者に自主的に

直していただくというのが一番大きなポイントだろうと思っております。で

すから，そうした意味では，このタスクフォースの結果，今年はこういうこ

とに対していろいろ注意しましたよというのを公表しておりますのも，青木

会員が今おっしゃいましたような啓蒙的な意味合いもございますし，それは

先ほどの企業取引課における研修ですとか，そういう場面でもそれを活用し

て，違反が起こりそうなところについては，そうしたことをよく理解してい

ただいて，社内のコンプライアンスにつなげていただきたいというふうに思

っておりますので，そういう意味では，啓蒙的な色彩というのがかなりある

かと思います。 
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○伊藤会長 よろしいですか。 

      どうぞ。 

○井手会員 ７ページのところで，御説明があったかもしれませんが，排除措置命令と

注意という境目なんですけれども，何度か注意したけれども，自主的に全く

改善されなかったから排除措置に至ったと，，そういう理解でよろしいのか

というのが１点と，法の執行ですから，余りにも恣意的であればいけないと

思うので，その辺のことがしっかりと区別されているのかどうかというのを

教えていただきたいと思います。 

      ２点目の質問は，その課徴金の問題です。，課徴金の根拠で，カルテルの

場合は不当利得の徴収ですが，優越的地位の濫用における課徴金の根拠とい

うのが何なのかという点を教えていただきたい。また，そういう課徴金をめ

ぐって，争いというか訴訟というのは，これまでなかったのかどうかという，

この２点を教えてください。 

○山田審査局長 まず第１点目は，先ほども申しましたように，正式の事件として取上

げるかどうかというのは，細かい違反をどれだけ繰り返したかということよ

りは，今やっているというふうに疑われる行為の重大性，悪質性というとこ

ろにあると思います。ですから，それが広範に行われているであるとか，長

い期間にわたって行われているとか，そういうことが判断基準になろうかと

思います。 

      それから課徴金の点でございますけれども，最初はカルテル，３条後段事

件について課徴金が導入されて，当初の不当利得の擬制的な返還，徴収であ

るという理解から，その後，制裁的な意味合いも持つというふうに考えられ

ていると思います。この優越的地位濫用に対する課徴金の率の算定に当たり

ましては，やはり相手方に不当な不利益を課しているということは，反面か

ら見ますと，課している側にとっては，何らかの利益が生じているというこ

とで，それを擬制するために，その濫用行為の対象となっている相手方との

間の取引額をベースにして課徴金を課すという制度になっております。 

      定率を策定しなければいけませんので，取引額の１％ということになって

いますけれども，それを一定の取引から生じた利益と擬制して徴収するとい

う仕組みになっております。 
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      この課徴金の徴収は平成 21 年の法改正により導入されまして，今ここの

資料にございます５件がその課徴金納付命令の対象になっておりますけれ

ども，いずれの件につきましても，現在審判中でございます。 

○伊藤会長 どうぞ。 

○村上会員 私は優越的地位の濫用の規制というのは，基本的に日本独自というか，日

本固有の規制だと思っていますので，したがって，今のタスクフォースがや

っていることに特段問題があるとは決して思いませんし，それはそれで日本

の実態に合わせた独占禁止行政だと思います。ただ一つだけ教えてもらいた

いのは，今，優越的地位濫用タスクフォースがやっていることと同じことを

やっている国というのは，世界で広い目で見てあるのかどうか。また，その

前に今のタスクフォースのような独占禁止行政をやることについて，どこか

の国の法執行を参考にしたことがあるのかどうか。なかなか学者が調べても

分からない話なので，まずは専門機関から，そのような質問がされた場合に，

日本独自の行政と回答してよろしいのかどうかだけ教えてもらえればと思

います。 

○山田審査局長 日本における優越的地位の濫用というケースに直接当てはまるわけ

ではありませんけれども，取引上の地位の違いを根拠として，法的な規制を

行っているという意味では，ヨーロッパ，あるいは韓国にもそういう制度が

あるかと思います。ただ，そのための特別チームを設けているということは，

私も寡聞にして存じませんし，このタスクフォースを立ち上げるときも，別

段，外国の例を参照したということはございません。 

○村上会員 もう一つ，それは確かに優越的地位の濫用に類する規制というのは，例え

ば欧州大陸法では確かに経済的従属関係の濫用とか，さまざま似た規制はあ

りますけれども，ただ，下請法とか今のタスクフォースのようなことまでや

っているのかというと，なかなかそこまではという気もするので，そういう

意味で，それを含めた場合には日本独自の独占禁止行政という評価でよろし

いのでしょうか。 

○伊藤会長 どうぞ。 

○中島事務総長 私どもにＣＰＲＣ，競争政策研究センターというものがございまして，

そこで毎年度，職員と外部の学職経験者による共同研究を４本ほどやってお
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ります。もうしばらくしたら公表されると思いますが，昨年度から本年度に

かけまして，まさに優越的地位の濫用の規定及びその執行が外国，欧米，そ

れからオーストラリア等でどうなっているのかということを調べました。詳

細は公表されたものを見ていただきたいのですが，観点としては，優越的地

位の濫用の，あるいはそれに類似の規定，例えばフランスでいえば経済的従

属関係の規定のようなものが競争法の中にあるのか，それとも，その他の例

えば中小企業保護法の中にあるのかということ，それから，その法制度の中

でどのようにして，日本でいえば優越的地位，フランス等でいえば経済的従

属関係と認定するのか，そしてさらにその執行，例えば課徴金とか制裁金を

かけているのかという措置の話と，それから執行がどうかということについ

て，調べました。一つ，日本のようにタスクフォースを作っているかどうか

ということまでは，私は原案を読ませていただいた限りは，そこまでは記載

しておりませんし，執行もそれほど活発だという国は少ない一方，例えば食

品関係の大手の小売業者に対する優越的地位の濫用に相当する行為に対し

ては，各国とも，イギリスもそうですし，オーストラリアもそうですし，ア

メリカにおいてすらその問題意識が最近出てきているということで，特にオ

ーストラリアにおいてはＡＣＣＣ（オーストラリア競争・消費者委員会）が，

これについては厳正な執行をしていくと委員長が年頭所感等で表明されて

おります。 

      いずれにしましても，近々公表されますＣＰＲＣの共同研究の報告書です

が，まずウェブサイトに掲載されまして，それから数カ月遅れて冊子が出る

と思いますけれども，是非それを参考にしていただきたいと思います。 

○伊藤会長 どうぞ。 

○舟田会員 今の話の続きで，一つだけ情報提供ですけれども，今年の 10 月の日本経

済法学会の弘前大学の長谷河先生の報告によると，コンビニにおける加盟店

と本部との関係について，日本は優越的地位の濫用というのが独占禁止法の

規制の中で一番多く問題になっていますけれども，アメリカでもさまざまな

法規制の動きがあって，州レベルが多いんですけれども，そういう研究が公

になっている。これはもちろん公正取引委員会のほうでもＣＰＲＣのほうで

把握しているかもしれません。 
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それで，このタスクフォースは，日本の優越的地位について，よりしっか

りと法の執行を運用すべきだという一種の社会的ニーズを受け止めたもの

だと思っており，私は肯定的に評価したいと思っています。特に今日御紹介

いただいた注意について個別の事例を公表したという，これは大事なことで，

ガイドラインとか相談事例とか，いろいろありますけれども，やはり個別の

事例をきちんと出していただかないと，今日いろいろ議論が出ましたように，

一体どういう場合に優越的地位の濫用があったのかということが分からな

いので，そういう意味では非常に大事な仕事をなさっているというふうに評

価したいと思います。 

      ただし，ここからはちょっとないものねだりになるんですけれども，この

注意事例もそうですけれども，従来から優越的地位の濫用とされてきたもの

がほとんどで， 資料の 11ページにこの行為類型があって，大体こういうも

のが多いんだという御説明がありました。それで，ないものねだりというの

は，正式に先ほどの法を適用した５件もそうですけれども，全てこれらの，

この上に示されている，「購入・利用強制」，「協賛金等の負担の要請」，「従

業員等の派遣の要請」という３つの行為類型なんですよね。しかし，実際に

は多様な優越的地位の濫用があるはずですので，それらを是非掘り起こして

いただけないかというのが私のお願いです。 

      先ほどの食品分野の報告書で議論したのは，同報告書４ページに記載して

いる取引条件の設定に係る優越的地位の濫用です。これらについて，この報

告書でも取引条件の設定のときに濫用になるのかということを分かってい

ない事業者が多いと説明がありました。それはそのとおりですが，実際に，

設定時の取引条件で優越的地位の濫用とするという法の適用・運用はほとん

ど例がないんですね。今まではこちらではなくて，６ページに記載している

ような実際に取引に入った後の行為について，優越的地位の濫用として問題

にしているわけです。 

また，「優越的地位濫用事件タスクフォースにおける活動状況について」の

３ページに，優越的地位の定義が書いてありますけれども，私はまだ何とな

く，このままずっと受け取ってきたんですけれども，これは，ほとんど明ら

かに，取引を継続している相手方に対する優越的地位を念頭に書いたもので
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はないかと思うんです。これから行うもの，これから取引をオファーすると

きにどういう優越的地位の濫用を認定するかということについては，不十分

だという気がします。これも実は，この秋の経済法学会で早稲田大学の岡田

先生が指摘したところで，私は岡田先生の指摘が非常に参考になると思いま

すので，今後，是非考えていただきたいと思います。 

      個別には，先ほどのＰＢの実態調査報告書の概要の４ページにあったよう

な原価構成や製造工程に係る情報などを教えろというようなことが問題で

す。皆さん，ご存じかもしれませんけれども，先日，アップルが iPhone の

製造について，日本の中小企業に対して情報開示を要求し，もらった情報で

ほかの中小企業の製造に切り替えたと，その日本の中小企業が優越的地位の

濫用を理由として訴えたという報道がありました。私訴ですけれども，ネッ

トで評判になっておりました。普通は情報を取るときは相手の大切な情報を

取るんですから，秘密保持契約を結ぶとか，それを目的外で使わないとかい

う契約を結ぶんですけれども，アップルは何も契約を結ばずにとにかく情報

をくれと。それで持っていってしまうということのようです。そういう意味

で，ここの４ページにあるようなことは，実はもっとありそうな気がして，

今後こういうことについても少しずつ，最初は注意ということになるのかも

しれませんけれども，取り組んでいただければと思います。もしかしたら，

もう既に取り組んでおられるんでしたら，私が知らなかっただけなんですけ

れども，お願いみたいなことも含めて申し上げました。 

○山田審査局長 貴重な御指摘ありがとうございます。執行する立場としましては，申

し上げられることと申し上げられないことがございますけれども，ともかく

視野を狭めることなく，今後とも取り組んでまいりたいと思います。 

○伊藤会長 時間が大分迫ってきているんですけれども，どうしても発言されたい方，

お一人ですか，それでは最後，お願いします。 

○川濵会員 先ほどの諸外国との比較の問題もございましたけれども，確かに，よく見

るとヨーロッパでは分野は特定されていますけれども，優越的地位の濫用に

関する規制に類似した，特に食品サプライ分野についての不公正商慣行の規

制というのは注目を浴びています。これは日本でも同様だと思いますが，特

定の分野でこういった慣行というのは発生しやすくて，従来，日本のタスク
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フォースを見ても，やはりその都度，幾つかの問題となる業界が出てくるよ

うな印象がございます。その中で，アップルの事件もございましたけれども，

これは本来私法上もおかしな問題なのではないかという指摘もある中，やは

り従属的地位にある企業にとっては，自分から事件化することは困難だから，

何とか行政機関の介入が必要だというのが欧州でも認識されているようで

す。その上で，やはりタスクフォースのような形で，個別の申告だけでは介

入の根拠にはならないにしても，その事件の掘り起こしをするというのは非

常に貴重な作業だと思います。 

      また，新しい行為類型の事件の掘り起こしの問題，これはまさに重要な課

題なんだと思いますが，これも先ほどの報告とつながると考えます。今まで

を見ると，このような実態調査をやった後に，その調査の対象となった業種

において，新たな事件の掘り起こしというのが窺えるように思います。これ

はやはり実態調査をすることによって，一見，先ほど問題になったように，

合理的な目的を持つ慣行もあるけれども，合理的であるものとないものの識

別というのが学習されて，それがまた注意や相手方との間のコミュニケーシ

ョンを通じて，本来規制すべき行為が分かってくるという側面があるのだろ

うと思います。これはまさに先ほど御説明のあったＰＢに関する実態調査に

よって，新しく問題となる慣行について把握できたことですから，大いに期

待しております。 

○伊藤会長 では，時間が来ましたので，ここで最後に杉本委員長から御発言をいただ

きたいと思います。 

○杉本委員長 本日は貴重な意見をいただきまして，ありがとうございました。言うま

でもなく，私どものミッションは公正で自由な市場を確保することによって

経済の発展を促し，イノベーションを促し，それをもって雇用機会を確保し

て，消費者の利益に資するというものでございます。そういうことを踏まえ

て，私どもが取り組んでおりますのは，独占禁止法違反行為を摘発すること

によって，市場環境を守るということが第１のミッションでございますが，

それに加えまして，やはりいろいろなところで競争を阻害するような規制，

新規参入を阻むような規制を外していく，そのような競争阻害の状況を取り

除いていくことを提言していくということも，私たちの重要な仕事だと思っ
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ております。そのような観点から，今回は保育の分野における競争環境の整

備，不必要な行政の介入等を除くことによりまして，競争環境を整備してい

くということについて議論させていただいたりしておりますし，事前に競争

環境を害するような，競争を害するような芽を摘むということで，いろいろ

な面で注意していただきたいということで，ＰＢの実態調査をやったりして

おります。そういうことで，私どもとしてこれから競争政策をさらにしっか

りと押し進めていきたいと思います。今日は非常に貴重な意見をいただきま

したので，私どもとしても，今日いただいた意見を参考にしながら，競争政

策を進めていく必要があると思っております。競争政策をさらに完備してい

くときに，自由でかつ公正な競争環境の整備ということで，優越的地位の濫

用規制をどういうふうに使っていくのかということも，私どももじっくり考

えていかなければならないことだと思っておりますので，その点についても，

本日の御意見を参考にさせていただきながら，これからの競争政策を考えて

いきたいと思っております。今日は本当に貴重な御意見をありがとうござい

ました。 

○伊藤会長 どうもありがとうございました。 

      それでは，これで閉会とさせていただきます。次回の議題等につきまして

は，追って事務局から連絡を申し上げることにしたいと思います。 

      どうもありがとうございました。 
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